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■当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 無期限（設定日：2000年８月22日） 

運用方針 マザーファンドへの投資を通じて、主と
して日本の株式に投資し、信託財産の中
長期的な成長を目標に積極的な運用を行
います。 

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主
要投資対象とします。 

日本株式バリュー・マザーファンド 

日本の株式 

当ファンドの 
運用方法 

■主として日本の株式に投資を行い、信
託財産の中長期的な成長を目標に積極
的な運用を行います。 

■ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込
み）をベンチマークとし、中長期的に
ベンチマークを上回る投資成果を目指
して運用を行います。 

■ポートフォリオ構築にあたっては、委
託会社のエコノミスト、アナリストに
よる調査・分析を活用し、リサーチを
重視した運用を行います。 

組入制限 当ファンド 

■株式への実質投資割合には、制限を設
けません。 

■外貨建資産への投資は行いません。 

日本株式バリュー・マザーファンド 

■株式への投資割合には、制限を設けま
せん。 

■外貨建資産への投資は行いません。 

分配方針 ■年１回（原則として毎年２月21日。休
業日の場合は翌営業日）決算を行い、
分配金額を決定します。 

■分配対象額は、経費控除後の利子・配
当等収益と売買益（評価益を含みま
す。）等の全額とします。 

■分配金額は、委託会社が基準価額水準、
市況動向等を勘案して決定します。 

※委託会社の判断により分配を行わない場合も
あるため、将来の分配金の支払いおよびその
金額について保証するものではありません。 

 
ファンドは複利効果による信託財産
の成長を優先するため、分配を極力
抑制します。 
（基準価額水準、市況動向等によっ
ては変更する場合があります。） 
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受益者の皆さまへ 
平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。 

当ファンドはマザーファンドへの投資を通じて、主

として日本の株式に投資し、信託財産の中長期的な

成長を目標に積極的な運用を行います。当期につい

ても、運用方針に沿った運用を行いました。 

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。 
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－ 1 － 

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位
未満の数値については小数を表記する場合があります。 
 

最近５期の運用実績 
 

決  算  期 
基 準 価 額 

( ベ ン チ マ ー ク )          
Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ          株式組入 

比  率 
純 資 産 
総  額 

(分配落) 
税 込 
分配金 

期 中 
騰落率 

（東証株価指数、
配 当 込 み      ） 

期 中 
騰落率 

 円 円 ％  ％ ％ 百万円 
22期(2022年２月21日) 17,726 0 7.4 3,049.29 0.7 99.1 10,295 
23期(2023年２月21日) 19,739 0 11.4 3,274.90 7.4 98.8 12,732 
24期(2024年２月21日) 28,521 0 44.5 4,416.48 34.9 99.1 21,507 
25期(2025年２月21日) 32,393 0 13.6 4,708.31 6.6 98.8 25,158 
26期(2026年２月24日) 51,655 0 59.5 6,729.06 42.9 98.6 43,902 

 
※基準価額の騰落率は分配金込み。 
※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 
※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
※ＴＯＰＩＸに関する知的財産権その他一切の権利は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といい
ます。）に帰属します。ＪＰＸは、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の停止またはＴＯＰＩＸ
にかかる標章または商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています。また、ＪＰＸは当ファンドの取引および運用成果等に関
して一切責任を負いません。 

 

当期中の基準価額と市況等の推移 
 

年  月  日 
基 準 価 額 

( ベ ン チ マ ー ク )          
Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ          株式組入 

比  率 
 騰 落 率 

（東証株価指数、 
配 当 込 み      ） 

騰 落 率 

(期   首) 円 ％  ％ ％ 
2025年２月21日 32,393 － 4,708.31 － 98.8 
  ２月末 31,768 △ 1.9 4,616.34 △ 2.0 98.9 
  ３月末 31,769 △ 1.9 4,626.52 △ 1.7 97.8 
  ４月末 30,962 △ 4.4 4,641.96 △ 1.4 98.0 
  ５月末 33,120 2.2 4,878.83 3.6 98.2 
  ６月末 34,010 5.0 4,974.53 5.7 99.5 
  ７月末 35,399 9.3 5,132.22 9.0 99.1 
  ８月末 37,494 15.7 5,363.98 13.9 98.9 
  ９月末 38,815 19.8 5,523.68 17.3 97.8 
  10月末 41,704 28.7 5,865.99 24.6 98.2 
  11月末 43,477 34.2 5,949.55 26.4 98.5 
  12月末 43,693 34.9 6,010.98 27.7 99.2 

2026年１月末  46,245 42.8 6,288.77 33.6 99.3 
(期   末)      
2026年２月24日 51,655 59.5 6,729.06 42.9 98.6 

 
※騰落率は期首比です。 
※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 
※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 



 

1 運用経過
基準価額等の推移について（2025年２月22日から2026年２月24日まで）

基準価額等の推移

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※�分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※分配金再投資基準価額およびベンチマークは、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドのベンチマークは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）です。
※‌�ＴＯＰＩＸに関する知的財産権その他一切の権利は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下
「ＪＰＸ」といいます。）に帰属します。ＪＰＸは、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの算出も
しくは公表の停止またはＴＯＰＩＸにかかる標章または商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています。
また、ＪＰＸは当ファンドの取引および運用成果等に関して一切責任を負いません。
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純資産総額（百万円）：右軸

分配金再投資基準価額（円）：左軸
基準価額（円）：左軸

ベンチマーク：左軸

期 首 32,393円

期 末 51,655円
（既払分配金０円（税引前））

騰 落 率 ＋59.5％
（分配金再投資ベース）
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基準価額の主な変動要因（2025年２月22日から2026年２月24日まで）

　当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として日本の株式に投資し、ＴＯＰＩＸ
（東証株価指数、配当込み）を上回る投資成果を目指した運用を行いました。

●保有銘柄の三井金属、住友電気工業、レゾナック・ホールディングスなどの株価が上昇
したこと
●日米関税交渉が早期かつ低税率で合意されたこと
●米国の利下げ再開が好感されたこと
●高市新政権が誕生し、積極財政への期待が高まったこと
●衆議院選挙での自民党圧勝により、政権基盤の安定や成長戦略への期待が高まったこと

●米トランプ政権の関税政策による悪影響が懸念されたこと
●日中関係の悪化懸念が高まったこと

上昇要因

下落要因
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投資環境について（2025年２月22日から2026年２月24日まで）

国内株式市場は上昇しました。

　期前半は、乱高下する展開となりました。
米政権発表の相互関税の幅が市場想定を大幅
に上回ったことから、世界同時株安となりま
した。その後、トランプ大統領による関税実
施の先延ばし発言や米中貿易摩擦の後退を背
景に相場は反転し、国内企業の業績見通しは
低調だったものの、関税措置緩和期待などか
ら下落分を打ち消しました。
　期半ばは、上昇基調となりました。中東紛
争の短期収束や米関税政策への不安後退、米
国の早期利下げ期待などを背景に徐々に下値
を切り上げ、日米関税交渉が市場予想よりも
早期かつ低税率で合意されると史上最高値を
更新しました。その後、石破首相辞任に伴う

自民党総裁選で高市氏が選出されると、積極
財政への期待から一段と上昇しました。
　期後半は、高値警戒感や日中関係悪化懸念、
日銀の追加利上げなどから一時上値の重い展
開となりましたが、年初に衆議院解散観測が
報じられると、政権基盤安定や政策推進期待
から上昇に転じました。その後、グリーンラ
ンドを巡る米欧対立への懸念が生じたほか、
日米通貨当局による為替介入への警戒から米
ドル安・円高へ急速に振れる場面もありまし
たが、衆議院選挙での自民党圧勝を受けて高
市政権による成長戦略への期待が高まると、
期末にかけて一段と上げ幅を拡大しました。

ポートフォリオについて（2025年２月22日から2026年２月24日まで）

当ファンド
　期を通じて「日本株式バリュー・マザー
ファンド」を高位に組み入れました。

日本株式バリュー・マザーファンド
●業種配分
　銘柄入れ替えの結果、化学、卸売業、非鉄

金属への投資割合が増加した一方、情報・通
信業、銀行業、機械への投資割合が減少しま
した。

●個別銘柄
　ポートフォリオ全体のバリュエーション
（投資価値評価）を割安に維持する中で、バ
リュエーション修正が起こると思われる信越
化学工業、三井物産、インフロニア・ホール
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※基準価額は分配金再投資ベース

ベンチマークとの差異について（2025年２月22日から2026年２月24日まで）

基準価額とベンチマークの騰落率対比
（％）

59.5

ベンチマーク

基準価額

42.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0
　当ファンドは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、
配当込み）をベンチマークとしています。
　記載のグラフは、基準価額とベンチマー
クの騰落率の対比です。

ディングスなどを買い入れました。一方、株
価変動やファンダメンタルズ（基礎的条件）の
変化によって相対的に魅力度が低下したソフ

トバンクグループ、小松製作所、富士通など
を売却しました。
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分配金について（2025年２月22日から2026年２月24日まで）

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第26期 　期間の分配は、複利効果による信託財産
の成長を優先するため、見送りといたしま
した。
　なお、留保益につきましては、運用の基
本方針に基づき運用いたします。

当期分配金 0
（対基準価額比率） （0.00％） 

当期の収益 －

当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 44,369 
※‌�単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。
※‌�「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

ベンチマークとの差異の状況および要因
　基準価額の騰落率は＋59.5％（分配金再投資ベース）となり、ベンチマークの騰落率＋42.9％
を16.6％上回りました。

●三井金属、住友電気工業、レゾナック・ホールディングスなどをオーバーウェイトした
こと

●アドバンテストや三菱商事、三菱重工業などを非保有としたこと

プ ラ ス 要 因

マイナス要因
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2 今後の運用方針
当ファンド
　引き続き「日本株式バリュー・マザーファ
ンド」を高位に組み入れます。

日本株式バリュー・マザーファンド
　世界景気は、緩和的な金融環境や主要国の
財政拡大を背景に、回復基調をたどると予想
します。国内においても、積極的な経済対策
による景気押し上げ効果が期待され、企業業
績の改善が続くと見込まれます。高市政権が

掲げる成長戦略や企業のガバナンス改革も、
株価の下支え要因として期待されます。株式
市場は、米国の関税政策や地政学リスクの高
まり、日中関係の先行き懸念などが上値を抑
える局面もあると予想されますが、水準を切
り上げていく展開を想定します。
　今後もポートフォリオ全体のリスクに留意
しつつ、グローバル景気と産業動向を確認の
うえ、個別企業のフロー収益や資産価値に対
する割安度、財務面における将来の方向性、
商品競争力などの非財務面を総合的に勘案し、
ポートフォリオ運営を行っていく方針です。

三井住友・バリュー株式年金ファンド 

 

 

 

品    名：pm625_02_117989_【全体版】帯・ノンブル（9P）.doc 

オペレーター：千修デジタルワーキングルーム Pd2-user 

プリント日時：2026/03/31 15:16:00 

 

－ 7 － 



 

3 お知らせ
約款変更について

●�投資信託及び投資法人に関する法律第14条の改正に伴い、記載変更を行うため、信託約款に
所要の変更を行いました。� （適用日：2025年４月１日）

　2023年11月に「投資信託及び投資法人に関する法律」の一部改正が行われました。受益者の皆
さまへの交付運用報告書の提供に関する規定について、従来は書面交付を原則としていましたが、
書面交付または電磁的方法（電子メールへのファイルの添付、販売会社等のホームページにアク
セスして閲覧等）による提供のいずれかに変更されました。
交付運用報告書を電磁的方法で提供することにより、書面の印刷および配送にかかる期間が短

縮され、受益者の皆さまが、より早期に交付運用報告書をご覧いただくことや、時間や場所を問
わずにご覧になることが可能になると考えられます。また、ペーパーレス化が推進されることに
より、森林資源の保護や印刷・配送に伴う二酸化炭素の排出量の削減につながることが期待され
ます。
　今後、電磁的方法による提供を実施することに関し、受益者の皆さまに事前告知等が行われま
すが、希望される場合には引き続き書面交付をすることも可能です。今後も顧客本位の業務運営
を確保しつつ、電磁的方法による交付運用報告書の提供を進めてまいりますので、ご理解、ご協
力のほどよろしくお願い申し上げます。
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１万口当たりの費用明細（2025年２月22日から2026年２月24日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a）信 託 報 酬 544円 1.442％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は37,752円です。
投信会社：ファンド運用の指図等の対価
販売会社：‌�交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファン

ドの管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：‌�ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図

の実行等の対価

（ 投 信 会 社 ）（260） （0.688）

（ 販 売 会 社 ）（243） （0.643）

（ 受 託 会 社 ） （42） （0.111）

（b）売買委託手数料 39　 0.104　 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料：‌�有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う�

手数料（ 株 式 ） （39） （0.104）

（先物･オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c）有価証券取引税 －　 －　 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
‌�有価証券取引税：‌�有価証券の取引の都度発生する取引に関する�

税金（ 株 式 ） （－） （－）

（ 公 社 債 ） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d）そ の 他 費 用 1　 0.003　 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：‌�海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管お

よび資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用：監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（ 保 管 費 用 ） （－） （－）

（ 監 査 費 用 ） （1） （0.003）

（ そ の 他 ） （－） （－）

合 　 計 584　 1.548　

※�期中の費用(消費税のかかるものは消費税を含む)は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により
算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※�売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
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参考情報 総経費率（年率換算）

総経費率
1.43%

運用管理費用（販売会社）

0.64%

運用管理費用（投信会社）

0.68%

運用管理費用（受託会社）

0.11%

その他費用

0.00%

※�各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則とし
て、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※�上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は1.43％です。
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当期中の売買及び取引の状況(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
親投資信託受益証券の設定、解約状況 
 

 
設   定 解   約 

口   数 金   額 口   数 金   額 

 千口 千円 千口 千円 
日本株式バリュー・マザーファンド 802,275 4,371,580 361,861 1,811,083 
 
 

親投資信託の株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 

 

項     目 
当     期 

日本株式バリュー・マザーファンド 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 50,351,353千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 29,878,190千円 

(c) 売 買 高 比 率 ( a ) / ( b ) 1.68   
 
※(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※外貨建資産については、(a)は各月末(ただし、決算日の属する月については決算日)の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨金

額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

利害関係人との取引状況等(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
(１)利害関係人との取引状況 
 
三井住友・バリュー株式年金ファンド 

 当期中における利害関係人との取引等はありません。 

 
日本株式バリュー・マザーファンド 
 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

 
Ｂ 

 
売付額等 

Ｃ 
うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

 
Ｄ 

 
Ａ Ｃ 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 26,631 1,827 6.9 23,719 2,582 10.9 

 
※平均保有割合 100.0％ 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

 
(２)利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券 

日本株式バリュー・マザーファンド 
 

種     類 買  付  額 

 百万円 
株 式 36 
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(３)売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

三井住友・バリュー株式年金ファンド 
 

項     目 当     期 

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 31,604千円 

(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 2,467千円 

(c) (b)／(a) 7.8％  
 
※売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 

 

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当
ファンドに係る利害関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。 

 

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 

 該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

組入れ資産の明細(2026年２月24日現在) 
親投資信託残高 
 

種     類 
期首(前期末) 期        末 

口   数 口   数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

日本株式バリュー・マザーファンド 5,545,148 5,985,562 44,160,281 
 
※日本株式バリュー・マザーファンドの期末の受益権総口数は5,985,562,349口です。 

 

投資信託財産の構成 (2026年２月24日現在) 
 

項      目 
期           末 

評  価  額 比     率 

 千円 ％ 

日 本 株 式 バ リ ュ ー ・ マ ザ ー フ ァ ン ド 44,160,281 99.8 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 69,553 0.2 

投 資 信 託 財 産 総 額 44,229,835 100.0 
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資産、負債、元本及び基準価額の状況 
(2026年２月24日現在) 

 
項     目 期     末 

(A) 資 産 44,229,835,787円 
 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 69,553,889  

 
日 本 株 式 バ リ ュ ー ・ 
マザーファンド(評価額) 

44,160,281,898  

(B) 負 債 327,275,636  
 未 払 解 約 金 69,265,907  
 未 払 信 託 報 酬 257,602,179  
 そ の 他 未 払 費 用 407,550  

(C) 純 資 産 総 額 ( A - B ) 43,902,560,151  
 元 本 8,499,215,465  
 次 期 繰 越 損 益 金 35,403,344,686  

(D) 受 益 権 総 口 数 8,499,215,465口 
 １万口当たり基準価額(C/D) 51,655円 

 
※当期における期首元本額7,766,507,293円、期中追加設定元本額
2,267,657,491円、期中一部解約元本額1,534,949,319円です。 

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額
が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す
る額(元本の欠損)となります。 

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に
規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな
ります。 

損益の状況 
(自2025年２月22日 至2026年２月24日) 

 
項     目 当     期 

(A) 配 当 等 収 益 192,855円 
 受 取 利 息 192,855  

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 15,516,463,039  
 売 買 益 16,361,144,889  
 売 買 損 △   844,681,850  

(C) 信 託 報 酬 等 △   442,524,608  
(D) 当 期 損 益 金 ( A + B + C ) 15,074,131,286  
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 7,489,487,627  
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 12,839,725,773  
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  15,131,881,769)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△ 2,292,155,996)  

(G) 合 計       ( D + E + F ) 35,403,344,686  
 次 期 繰 越 損 益 金 ( G ) 35,403,344,686  
 追 加 信 託 差 損 益 金 12,839,725,773  
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  15,147,225,618)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△ 2,307,499,845)  
 分 配 準 備 積 立 金 22,563,618,913  

 
※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公
社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。 

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定
をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

※分配金の計算過程は以下の通りです。 

 当     期 
(a) 経費控除後の配当等収益 724,220,264円 
(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 14,349,911,022  
(c) 収益調整金 15,147,225,618  
(d) 分配準備積立金 7,489,487,627  
(e) 当期分配対象額(a+b+c+d) 37,710,844,531  
 １万口当たり当期分配対象額 44,369.79  

(f) 分配金 0  
 １万口当たり分配金 0  

 
 

分配金のお知らせ 
 

１万口当たり分配金(税引前) 
当 期 

0円 
 
 
上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。 
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位
未満の数値については小数を表記する場合があります。 

 

最近５期の運用実績 
 

決  算  期 

基 準 価 額 
( ベ ン チ マ ー ク )          

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ          株式組入 

比  率 

純 資 産 

総  額  

 

期 中 

騰落率 

（東証株価指数、

配 当 込 み      ） 

期 中 

騰落率 

 円 ％  ％ ％ 百万円 

22期(2022年２月21日) 23,973 9.0 3,049.29 0.7 98.4 10,368 

23期(2023年２月21日) 27,070 12.9 3,274.90 7.4 98.1 12,815 

24期(2024年２月21日) 39,642 46.4 4,416.48 34.9 98.5 21,644 

25期(2025年２月21日) 45,686 15.2 4,708.31 6.6 98.1 25,333 

26期(2026年２月24日) 73,778 61.5 6,729.06 42.9 98.0 44,160 
 
※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファンドの運営に何ら関与
するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。 

 

日本株式バリュー・マザーファンド 
 

第26期 (2025年２月22日から2026年２月24日まで) 

 
信託期間 無期限（設定日：2000年８月22日） 

運用方針 主として日本の株式に投資を行い、中長期的にＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）を上回る投
資成果を目指して運用を行います。 
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日本株式バリュー・マザーファンド 

当期中の基準価額と市況等の推移 
 

年  月  日 

基 準 価 額 
( ベ ン チ マ ー ク )          

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ          株式組入 

比  率 
 騰 落 率 

（東証株価指数、

配 当 込 み      ） 
騰 落 率 

(期   首) 円 ％  ％ ％ 

2025年２月21日 45,686 － 4,708.31 － 98.1 

  ２月末 44,818 △ 1.9 4,616.34 △ 2.0 98.8 

  ３月末 44,876 △ 1.8 4,626.52 △ 1.7 97.6 

  ４月末 43,788 △ 4.2 4,641.96 △ 1.4 97.8 

  ５月末 46,886 2.6 4,878.83 3.6 97.8 

  ６月末 48,199 5.5 4,974.53 5.7 99.0 

  ７月末 50,220 9.9 5,132.22 9.0 98.6 

  ８月末 53,238 16.5 5,363.98 13.9 98.9 

  ９月末 55,183 20.8 5,523.68 17.3 97.7 

  10月末 59,354 29.9 5,865.99 24.6 97.9 

  11月末 61,938 35.6 5,949.55 26.4 98.2 

  12月末 62,322 36.4 6,010.98 27.7 98.8 

2026年１月末  66,026 44.5 6,288.77 33.6 98.8 

(期   末)      

2026年２月24日 73,778 61.5 6,729.06 42.9 98.0 
 
※騰落率は期首比です。 
※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
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日本株式バリュー・マザーファンド 

 1 運用経過 
 

基準価額等の推移について(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
 
基準価額等の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※当ファンドのベンチマークは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）です。 
※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファンド

の運営に何ら関与するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。 
 
 

基準価額の主な変動要因(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
 
 主として日本の株式に投資し、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）を上回る投資成果を目
指した運用を行いました。 
 
 

上昇要因 

 
・保有銘柄の三井金属、住友電気工業、レゾナック・ホールディングスなどの株価が

上昇したこと 
・日米関税交渉が早期かつ低税率で合意されたこと 
・米国の利下げ再開が好感されたこと 
・高市新政権が誕生し、積極財政への期待が高まったこと 
・衆議院選挙での自民党圧勝により、政権基盤の安定や成長戦略への期待が高まった

こと 

下落要因 

 
・米トランプ政権の関税政策による悪影響が懸念されたこと 
・日中関係の悪化懸念が高まったこと 

 

期  首  45,686円 

期  末  73,778円 

騰 落 率  ＋61.5％ 

※ベンチマークは、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 
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投資環境について(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
 
 
 
 
 期前半は、乱高下する展開となりました。米政権発表の相互関税の幅が市場想定を大幅に上回
ったことから、世界同時株安となりました。その後、トランプ大統領による関税実施の先延ばし
発言や米中貿易摩擦の後退を背景に相場は反転し、国内企業の業績見通しは低調だったものの、
関税措置緩和期待などから下落分を打ち消しました。 
 期半ばは、上昇基調となりました。中東紛争の短期収束や米関税政策への不安後退、米国の早
期利下げ期待などを背景に徐々に下値を切り上げ、日米関税交渉が市場予想よりも早期かつ低税
率で合意されると史上最高値を更新しました。その後、石破首相辞任に伴う自民党総裁選で高市
氏が選出されると、積極財政への期待から一段と上昇しました。 
 期後半は、高値警戒感や日中関係悪化懸念、日銀の追加利上げなどから一時上値の重い展開と
なりましたが、年初に衆議院解散観測が報じられると、政権基盤安定や政策推進期待から上昇に
転じました。その後、グリーンランドを巡る米欧対立への懸念が生じたほか、日米通貨当局によ
る為替介入への警戒から米ドル安・円高へ急速に振れる場面もありましたが、衆議院選挙での自
民党圧勝を受けて高市政権による成長戦略への期待が高まると、期末にかけて一段と上げ幅を拡
大しました。 
 
 

ポートフォリオについて(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
 
業種配分 

 銘柄入れ替えの結果、化学、卸売業、非鉄金属への投資割合が増加した一方、情報・通信業、
銀行業、機械への投資割合が減少しました。 
 
個別銘柄 

 ポートフォリオ全体のバリュエーション（投資価値評価）を割安に維持する中で、バリュエー
ション修正が起こると思われる信越化学工業、三井物産、インフロニア・ホールディングスなど
を買い入れました。一方、株価変動やファンダメンタルズ（基礎的条件）の変化によって相対的
に魅力度が低下したソフトバンクグループ、小松製作所、富士通などを売却しました。 
 

国内株式市場は上昇しました。 
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 当ファンドは、ＴＯＰＩＸ（東証株
価指数、配当込み）をベンチマークと
しています。 
 記載のグラフは、基準価額とベンチ
マークの騰落率の対比です。 
 
 

 

ベンチマークとの差異について(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
 
基準価額とベンチマークの騰落率対比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ベンチマークとの差異の状況および要因】 
 基準価額の騰落率は＋61.5％となり、ベンチマークの騰落率＋42.9％を18.6％上回りました。 
 
 

プラス要因 

 
・三井金属、住友電気工業、レゾナック・ホールディングスなどをオーバーウェ

イトしたこと 

マイナス要因 
 
・アドバンテストや三菱商事、三菱重工業などを非保有としたこと 
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 2 今後の運用方針 
 
 世界景気は、緩和的な金融環境や主要国の財政拡大を背景に、回復基調をたどると予想します。
国内においても、積極的な経済対策による景気押し上げ効果が期待され、企業業績の改善が続く
と見込まれます。高市政権が掲げる成長戦略や企業のガバナンス改革も、株価の下支え要因とし
て期待されます。株式市場は、米国の関税政策や地政学リスクの高まり、日中関係の先行き懸念
などが上値を抑える局面もあると予想されますが、水準を切り上げていく展開を想定します。 
 今後もポートフォリオ全体のリスクに留意しつつ、グローバル景気と産業動向を確認のうえ、
個別企業のフロー収益や資産価値に対する割安度、財務面における将来の方向性、商品競争力な
どの非財務面を総合的に勘案し、ポートフォリオ運営を行っていく方針です。 
 
 

１万口当たりの費用明細(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
 

項 目 金額 比率 項目の概要 

(a) 売買委託手数料 55円 0.103％ 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数 
売買委託手数料：有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料  (株式) (55) (0.103) 

 合 計 55 0.103  
 
期中の平均基準価額は53,629円です。 
※期中の費用(消費税のかかるものは消費税を含む)は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。 
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。 

 

当期中の売買及び取引の状況(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
株 式 
 

 
買    付 売    付 

株  数 金  額 株  数 金  額 

   千株 千円 千株 千円 
国内 上 場  14,122.7 26,631,404 11,115.4 23,719,949 
   (1,756.9) (－)   

 
※金額は受渡し代金。 
※( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 
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株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 

 
項     目 当     期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 50,351,353千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 29,878,190千円 

(c) 売 買 高 比 率 ( a ) / ( b ) 1.68   
 
※(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※外貨建資産については、(a)は各月末(ただし、決算日の属する月については決算日)の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨金

額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

利害関係人との取引状況等(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 
(１)利害関係人との取引状況 
 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

 
Ｂ 

 
売付額等 

Ｃ 
うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

 
Ｄ 

 
Ａ Ｃ 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

株 式 26,631 1,827 6.9 23,719 2,582 10.9 
 
 
(２)利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券 
 

種     類 買  付  額 

 百万円 

株 式 36 
 
 
(３)売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 
 

項     目 当     期 

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 31,604千円 

(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 2,467千円 

(c) (b)／(a) 7.8％  

 

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当
ファンドに係る利害関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。 

 

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2025年２月22日から2026年２月24日まで) 

 該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 
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組入れ資産の明細(2026年２月24日現在) 
国内株式 
 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 

株 数 株 数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

水産・農林業(1.0％)    

マルハニチロ 119.6 275.8 420,732 

鉱業(1.6％)    

ＩＮＰＥＸ 96.8 188.1 697,474 

建設業(5.8％)    

大成建設 38.8 － － 

大林組 152 96.5 403,466 

鹿島建設 － 76.2 530,656 

住友林業 41.5 167.5 285,587 

積水ハウス 71.1 － － 

関電工 74 78.3 518,111 

インフロニア・ホールディングス － 297.2 772,868 

食料品(0.5％)    

雪印メグミルク － 56.9 200,288 

東洋水産 19.6 － － 

繊維製品(－)    

東レ 253 － － 

化学(6.4％)    

クラレ 155.8 － － 

レゾナック・ホールディングス 89.3 87.6 1,042,440 

信越化学工業 － 172.8 1,024,704 

日本ゼオン 56.1 － － 

扶桑化学工業 － 22.7 214,742 

日油 － 156.5 473,725 

医薬品(0.6％)    

アステラス製薬 186.4 － － 

東和薬品 － 55.5 241,425 

石油・石炭製品(0.8％)    

出光興産 － 255.7 359,769 

ＥＮＥＯＳホールディングス 449.9 － － 

ゴム製品(1.0％)    

横浜ゴム 37.7 40.5 314,239 

住友ゴム工業 － 48.8 134,200 

ガラス・土石製品(－)    

太平洋セメント 70.9 － － 

ニチアス 21.5 － － 

鉄鋼(－)    

日本冶金工業 13.6 － － 

非鉄金属(5.8％)    

三井金属 45.8 23.2 766,528 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 

株 数 株 数 評 価 額 

古河電気工業 33.9 11.9 320,229 

住友電気工業 142.9 137.2 1,425,508 

機械(5.7％)    

三浦工業 75.5 － － 

アマダ － 172 431,032 

ＦＵＪＩ － 54 312,822 

ナブテスコ － 98.2 478,037 

三井海洋開発 － 39.4 541,947 

小松製作所 141.5 － － 

住友重機械工業 － 68.1 396,001 

ＳＡＮＫＹＯ 157.9 41.9 91,153 

セガサミーホールディングス － 92.6 229,323 

ＴＨＫ 93.8 － － 

電気機器(18.1％)    

イビデン 71.6 － － 

ミネベアミツミ － 152.7 506,811 

富士電機 － 28.6 375,518 

シンフォニア テクノロジー 27 － － 

明電舎 83.3 73.5 556,395 

ＪＶＣケンウッド 51.5 － － 

オムロン 60.4 － － 

日本電気 22 78.2 287,228 

富士通 205.3 － － 

ルネサスエレクトロニクス 140.4 221.7 629,406 

アルバック 11.7 48.9 518,095 

パナソニック ホールディングス 397.6 469.7 1,154,992 

アンリツ 119.1 81.7 235,622 

ソニーグループ 117.8 310.5 1,026,513 

ＴＤＫ 216.8 141.8 336,066 

メイコー 11.1 29.5 638,675 

ヒロセ電機 6.9 － － 

古野電気 35.3 53.5 428,535 

ローム － 159.4 436,118 

ＳＣＲＥＥＮホールディングス － 32 695,200 

輸送用機器(7.5％)    

川崎重工業 － 27.2 467,704 

名村造船所 － 59.1 325,641 

いすゞ自動車 137.2 148.2 418,961 

トヨタ自動車 302.9 348.4 1,273,750 

三菱自動車工業 247 － － 

武蔵精密工業 129.5 47.2 117,905 
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銘     柄 
期首(前期末) 期     末 

株 数 株 数 評 価 額 

アイシン － 101.7 272,657 

マツダ － 290.5 380,409 

スズキ 100.4 － － 

その他製品(2.7％)    

テクセンドフォトマスク － 12.6 37,081 

ＴＯＰＰＡＮホールディングス 98.6 144.8 701,845 

コクヨ 63.8 － － 

美津濃 24.3 107.3 435,101 

電気・ガス業(2.8％)    

中部電力 － 94.5 245,700 

四国電力 163.5 272.1 479,984 

九州電力 61.3 262 507,101 

東京瓦斯 38.5 － － 

陸運業(0.4％)    

福山通運 30.1 32.6 181,908 

海運業(－)    

商船三井 93.5 － － 

情報・通信業(2.7％)    

ＴＩＳ 54.1 － － 

インターネットイニシアティブ － 71.3 153,081 

ＬＩＮＥヤフー 330.2 － － 

ＢＩＰＲＯＧＹ － 37 161,986 

ＮＴＴ － 3,713.5 559,995 

ＫＤＤＩ 29.9 － － 

ＮＴＴデータグループ 147.3 － － 

ソフトバンクグループ 85.4 68.2 279,347 

卸売業(10.1％)    

円谷フィールズホールディングス 79.7 － － 

双日 － 67.4 451,580 

豊田通商 121.2 179 1,247,451 

三井物産 117.8 284.7 1,581,508 

住友商事 122.7 171.8 1,086,978 

ミスミグループ本社 73.6 － － 

小売業(3.2％)    

アンドエスティＨＤ 40.9 － － 

パルグループホールディングス 85.4 218.3 359,103 

ツルハホールディングス － 105.5 284,428 

良品計画 49.6 － － 

西松屋チェーン 49.6 － － 

しまむら － 113.4 400,415 

ニトリホールディングス － 101.6 323,392 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 

株 数 株 数 評 価 額 

銀行業(13.2％)    

いよぎんホールディングス 113 177.6 579,864 

楽天銀行 81.4 45.1 377,351 

めぶきフィナンシャルグループ 408 － － 

ゆうちょ銀行 205.7 341.2 1,039,295 

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 477.1 588.3 1,699,010 

三井住友トラストグループ 72.4 － － 

群馬銀行 117.5 126.7 268,730 

七十七銀行 － 33 312,675 

みずほフィナンシャルグループ 184.3 207.1 1,435,203 

証券、商品先物取引業(1.0％)    

ＳＢＩホールディングス － 137.3 437,987 

野村ホールディングス 310.7 － － 

マネックスグループ 115.9 － － 

保険業(1.6％)    

ライフネット生命保険 － 66.7 140,070 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス － 57 241,167 

第一生命ホールディングス 53.9 200.4 303,004 

東京海上ホールディングス 79.4 － － 

その他金融業(1.0％)    

クレディセゾン 66.8 95.1 440,788 

オリックス 53.1 － － 

不動産業(3.6％)    

オープンハウスグループ － 23.9 266,963 

飯田グループホールディングス 96.1 103.6 281,584 

東京建物 72.2 76.6 315,668 

住友不動産 38.2 140.1 711,007 

サービス業(2.9％)    

パソナグループ － 53 105,947 

カカクコム 56.2 － － 

ラウンドワン 254.1 465.1 457,797 

日本郵政 183.7 252.5 514,847 

ベルシステム２４ホールディングス 36.6 － － 

ＴＲＥホールディングス 81.3 － － 

共立メンテナンス 16.4 65.9 171,834 

合 計 

 千株 千株 千円 

株 数 ・ 金 額 10,268.7 15,032.9 43,288,009 

銘柄数＜比率＞ 91銘柄 86銘柄 ＜98.0％＞ 
 
※銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。 
※< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
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日本株式バリュー・マザーファンド 

投資信託財産の構成 (2026年２月24日現在) 
 

項      目 
期           末 

評  価  額 比     率 

 千円 ％ 

株         式 43,288,009 95.8 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 1,877,581 4.2 

投 資 信 託 財 産 総 額 45,165,591 100.0 
 
 

資産、負債、元本及び基準価額の状況 
(2026年２月24日現在) 

 
項     目 期     末 

(A) 資 産 45,165,591,241円 
 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 834,734,029  
 株 式      ( 評 価 額 ) 43,288,009,680  
 未 収 入 金 999,546,732  
 未 収 配 当 金 43,300,800  

(B) 負 債 1,005,116,938  
 未 払 金 1,005,116,938  

(C) 純 資 産 総 額 ( A - B ) 44,160,474,303  
 元 本 5,985,562,349  
 次 期 繰 越 損 益 金 38,174,911,954  

(D) 受 益 権 総 口 数 5,985,562,349口 
 １万口当たり基準価額(C/D) 73,778円 

 
※当期における期首元本額5,545,148,847円、期中追加設定元本額
802,275,200円、期中一部解約元本額361,861,698円です。 

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額
が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す
る額(元本の欠損)となります。 

※期末における元本の内訳は、三井住友・バリュー株式年金ファ
ンド5,985,562,349円です。 

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に
規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな
ります。 

損益の状況 
(自2025年２月22日 至2026年２月24日) 

 
項     目 当     期 

(A) 配 当 等 収 益 745,268,590円 
 受 取 配 当 金 743,225,565  
 受 取 利 息 2,036,563  
 そ の 他 収 益 金 6,462  

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 15,520,911,337  
 売 買 益 17,310,799,609  
 売 買 損 △ 1,789,888,272  

(C) 当 期 損 益 金 ( A + B ) 16,266,179,927  
(D) 前 期 繰 越 損 益 金 19,788,648,264  
(E) 解 約 差 損 益 金 △ 1,449,221,322  
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 3,569,305,085  
(G) 合 計       (C+D+E+F) 38,174,911,954  
 次 期 繰 越 損 益 金 ( G ) 38,174,911,954  

 
※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
※解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を
差し引いた差額分をいいます。 

 

 

お知らせ 
＜約款変更について＞ 

・投資信託及び投資法人に関する法律第14条の改正に伴い、記載変更を行うため、信託約款に所要の変更を

行いました。 （適用日：2025年４月１日) 

 




